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基準10 財務 

（１）観点ごとの分析 

観点10－１－①： 学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行できる資産を有しているか。

また，債務が過大ではないか。 

（観点に係る状況）  

  平成16年度の法人化前に所有していた，校地・校舎・設備等の資産を法人化にあたり独立行政法

人国立高等専門学校機構に出資財産として，受渡ししたものが本校の資産となっている。受け渡し

後大きな資産の減はなく設備の新規購入や更新により増加している(資料10－１－①－１，２）。 

  また，債務に関しては，前回評価時にあった施設整備資金貸付金は平成19年度に返還済みであり 

短期借入金・長期借入金ともに(資料10－１－①－３)のとおり有していない。 

  

 

                                   資料10－１－①－１

「固定資産取得状況表」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                （出典 総務課作成資料）
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資料10－１－①－２ 

「平成23年度貸借対照表」（１／２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                              （出典 平成23年度貸借対照表 P.２） 
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資料10－１－①－２ 

「平成23年度貸借対照表」（２／２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                               (出典 平成23年度貸借対照表 P.３) 
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                              資料10―１―①―３ 

「平成23年度貸借対照表」（１／２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       （出典 平成23年度貸借対照表 P.５）  
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                                  資料10－１－①－３ 

「平成23年度貸借対照表」（２／２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       （出典 平成23年度貸借対照表 P.７） 
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（分析結果とその根拠理由）  

    平成16年度の法人化前に所有していた資産はすべて引き継いでおり，本校の目的に沿った教育

活動等を将来にわたって適切かつ安定して遂行するために必要なものは確保している。 

債務に関しては，国からの返還計画に基づき相殺され，なくなっている。 

以上のことから，学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行できる資産を有しており，ま

た債務は過大ではない。 

 

観点10－１－②： 学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための，経常的収入が継

続的に確保されているか。 

（観点に係る状況）  

  法人化してからの収入源は，授業料・入学検定料・入学料等の諸収入源（資料10－１－②－１）

のほか，国立高等専門学校機構からの運営費交付金及び外部資金として企業等との共同研究費や企

業からの受託研究費，寄附金などがある。 

 

資料10－1－②－１

「雑収入実績表（過去５年間）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典 総務課作成資料) 

（分析結果とその根拠理由）  

  運営費交付金は，学校運営に必要な経費を経常的に配分（１％の効率化係数による減はある）さ

れるものであるし，授業料等は経常的収入が継続的に確保されているものである。また，外部資金

については，今後の大きな財源となるものであり，その受入額は増加傾向にある。 

  以上のことから，学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための，経常的収入が継

続的に確保できている。 
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資料 10－１－③－１

(出典 平成 24 年度高知高専年度計画 抜粋) 

観点10－１－③： 学校の目的を達成するために，外部の財務資源の活用策を策定し，実行してい 

るか。 

（観点に係る状況） 

 外部資金に関しては，外部資金獲得のためシーズ集を作成・配布し,ホームページにも掲載して

いる。また学内掲示板に各種外部資金募集要項を掲載したり,助成金一覧を作成し情報の共有を図

っている。科学研究費補助金については，申請率の数値目標を本校の年度計画に掲げる等して（資

料10－１－③－１），獲得に対して積極的に取り組んでおり増加傾向にある（資料10－１－③－

２）。 

 

 

「平成24年度高知工業高等専門学校年度計画」 
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資料10－１－③－２ 

「産学連携等実施状況表」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       (出典 平成24年４月19日開催  第２回運営会議資料)
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（分析結果とその根拠理由） 

 外部資金については，上記でも述べたようにその受入額は増加傾向にあり，その資源を活用した

取組も行われている。 

 以上のことから，学校の目的を達成するために，外部の財務資源の獲得目標等を定め実行してい

る。 

 

観点10－２－①： 学校の目的を達成するための活動の財務上の基礎として，適切な収支に係る計

画等が策定され，関係者に明示されているか。 

（観点に係る状況）  

  収入・支出予算に関しては，中期計画に基づいた予算配分が国立高等専門学校機構から配分され，

それを受け本校の目的達成のための収入・支出計画を運営会議（校長・三主事・各学科長・事務部

長）で明示(資料10－２－①－１)し決定している。また，教員には各学科長より職員には各課長よ

り資料を明示し周知を図っている。併せて，教職員全員が見ることのできるパソコン上の文書管理

に運営会議資料を載せて周知している。 

資料10－２－①－１ 

「平成23年度当初予算配分状況表」（１／３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

                 （出典 平成23年６月16日開催 第４回運営会議資料 抜粋）
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資料10－２－①－1 

「平成23年度支出予算配分表」（２／３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               （出典 平成23年６月16日開催  第４回運営会議資料 抜粋）
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資料10－２－①－１ 

「運営会議議事概要」（３／３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              （出典 平成23年６月16日開催 第４回運営会議事録 抜粋）
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（分析結果とその根拠理由）  

  平成16年度以降決算において，収入・支出とも概ね計画に沿った執行ができた。 

  以上のことより，学校の目的を達成するための活動の財務上の基礎として，適切な収支に係る計

画等が策定され，関係者に明示していると言える。 

 

観点10－２－②： 収支の状況において，過大な支出超過となっていないか。 

（観点に係る状況）  

    過去５年間において当期純利益は，ほぼプラスとなっており(資料10－２－②－１)過大な支出超

過とはなっていない。 

 

 

                                   資料10－２－②－1 

「年度別当期純利益表」 

 

 

 

 

 

 

 

                       

（出典 総務課作成資料） 

 

 

（分析結果とその根拠理由）  

  以上のことより，収支の状況において，過大な支出超過となっていないと言える。 
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観点10－２－③： 学校の目的を達成するため，教育研究活動（必要な施設・設備の整備を含む） 

    に対し，適切な資源配分がなされているか。 

（観点に係る状況）  

  教育研究活動に対する資源配分については，最も配慮すべき事柄と考える。教育研究活動に関す

る支出計画も運営会議（校長・三主事・各学科主任・事務部長）で明示し，その支出計画に沿った

資源配分を行っている。 

  施設の整備に関しては，耐震，教育環境の改善等を図るべく校舎・学生寮の改修工事等を概算要

求や営繕要求により要求している。 

  設備の整備に関しては，最新の専門知識及び技術の習得や実験・実習を効率的に推進する上で必

要な教育研究設備を重点的に整備するため，設備マスタープラン（資料10－２－③－１）として設

備費を要求している。 

  また，校長裁量経費を戦略的に配分するため各科・課から申請のあったものを校長が必要性を考

慮し，配分額を決定している(資料10-２-③-２)。 

     

                                    資料10－２－③－１ 

「平成24年度設備マスタープラン」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   （出典 総務課資料） 
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資料10－２－③－２

「平成23年度校長裁量経費配分通知」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  （出典 平成23年11月17日開催 第８回運営会議資料） 
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（分析結果とその根拠理由）  

  平成16年度独立行政法人化後は効率化係数により予算が前年度比－１％減額されているが，教育

研究費については，毎年度ほぼ同額を確保しているところである。また，教育研究活動の活性化の

ため，各学科課の教職員等からの申請により予算を重点配分する学内競争的資金（校長裁量経費）

を確保し教育研究費の重点化を行っている。 

  施設関係では平成19年度以降毎年営繕事業等により建物の耐震補強が完了し，総合科学科棟教室

に空調機が設置され，環境都市デザイン工学科棟にバリアフリー対策としてエレベータが設置され

教育環境が改善された。学生寮においても全居室に空調機が設置され，居住環境が改善された。 

  また，津波対策として学生寮を含め未設置の各棟屋上に手摺を設置した。 

  設備関係については，平成19年度以降実習工場を中心に教育研究備費を更新し，学生の知識及び

実験技術能力の向上はもとより，学生及び教員の研究活動に大きく貢献している。 

  以上のことより，学校の目的を達成するため，教育研究活動（必要な施設・設備の整備を含む）

に対し，適切な資源配分がなされていると言える。 

 

観点10－３－①： 学校を設置する法人の財務諸表等が適切な形で公表されているか。 

（観点に係る状況）  

  財務諸表は独立行政法人通則法第38条の４により官報に公告し，かつ，一般の閲覧に供しなけれ

ばならないとうたわれており公表を義務付けられている。 

（分析結果とその根拠理由）  

  機構本部で取りまとめの上，官報及び機構本部ホームページにて公表されている。 

 

観点10－３－②： 財務に対して，会計監査等が適正に行われているか。 

（観点に係る状況）  

  不定期に行われる監査・検査としては会計検査院の実地検査(資料10-３-②-１)，監査法人によ

る決算監査，高専機構本部監事による監事監査(資料10-３-②-２)があり，毎年行う監査としては

高専間で行う高専相互内部会計監査がある。本校で行う監査・検査としては，外部資金の内部監査

(資料10-３-②-３)や物品検査を実施している。 
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資料10－３－②－１ 

「会計実地検査通知」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   （出典 会計検査院からの通知文書）

 



高知工業高等専門学校 基準 10 

- 367 - 

 

資料10－３－②－２ 

「監事監査実施通知」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      （出典 機構本部からの通知文書） 
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資料10－３－②－３ 

「内部監査報告書」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               （出典 総務課保管資料） 
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（分析結果とその根拠理由）  

  以上のことにより，財務に関して，会計監査等が適正に行われている。 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

  教育目標を達成するための財源の確保，予算の適正配分，適正かつ効率的予算執行に対する努力

がなされている。特に校長裁量経費を用いて学校の戦略に重点的な投資をしている。 

 

（改善を要する点）  

  運営費交付金が今後削減されることが予想される状況を考慮すると，外部資金の更なる獲得が今

後の課題である。 

 

（３）基準10の自己評価の概要 

  本校の目的に沿った教育活動等を将来にわたって適切かつ安定して遂行するために必要な資産は

確保している。債務に関しては，返済完了し今はない。 

運営費交付金，授業料，外部資金などの経常的収入を継続的に確保できており，学校の目的に沿

った教育研究活動を安定して遂行できるようになっている。 

平成16年度法人化以降決算において，収入・支出とも概ね計画に沿った執行ができ，活動の財務

上の基礎として，適切な収支に係る計画等が策定され，関係者に明示していると言える。 

また，教育研究活動の活性化のため，各学科課等の教職員からの申請により予算を重点配分する

校内競争的資金（校長裁量経費）を確保し，教育研究等の戦略的重点化配分を行っている。 

施設関係では，毎年施設整備補助金や営繕事業費により改修等が行われ，より良い教育環境が整

備されている。 

設備関係については，設備マスタープランの策定により，毎年設備が更新され学生及び教職員の

教育研究活動に貢献している。 

財務諸表等については，機構本部で全国高専分を取りまとめて公表している。 

 

 

 

 

 

 


